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第２章 

 

日野市の住宅・住環境の状況 

＊：用語解説参照 

２－１ 日野市の概況 

（１）立地・交通 

市内には JR中央線・京王線・多摩都市モノレールの 3本の鉄道網と 12の駅があります。また、一

般路線バスとして京王電鉄バス 28 系統、西東京バス 2 系統が運行され、さらに一般路線バスが運行

されていない地域と拠点間の輸送機関として、ミニバスが 7 路線、丘陵地ワゴンタクシー2 路線が運

行されており、地域内の日常移動手段として利用されています。今後の高齢化の進展により自家用車

での移動ができない市民の増加が見込まれる中、利用しやすい地域公共交通ネットワークの整備が

より一層重要となります。 

 

■都市計画道路網図 

 

中央自動車道

日野駅

多摩動物公園駅

高幡不動駅

万願寺駅

程久保駅
JR 中央線

JR 八高線

京王電鉄 京王線

多摩都市モノレール

甲州街道駅

百草園駅

平山城址公園駅

南平駅

豊田駅

長沼駅

北野駅

矢川駅

柴崎体育館駅

JR 南武線

北八王子駅

小宮駅

市施工
（３箇所）

都施工
（２箇所）

事業中

整備済み

凡　例

交差点新すいすいプラン等
　道路事業（平成17年度～約10年間）

第三次事業化計画
（平成18年度～平成27年度）

優先整備路線
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（２）地形・地質 

本市の地形は大きく、丘陵地（多摩丘陵）、台地（日野台地）、低地（沖積地）の 3段からなって

います。丘陵地は、崖地から湧出する沢等に影響を受けて、表面が起伏に富んだ地形となっていま

す。日野台地や多摩丘陵の表面は、関東ローム層と呼ばれる火山灰土で覆われています。低地（沖積

地）においては、従来の沖積層だけではなく、水田の開墾や宅地造成による開発等により、人工的に

改変されたところもあります。 

■日野市の地形 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）自然・緑・農地 

１）河川 

本市域を流れる主な河川としては、北部の多摩川と市域を西から東へ蛇行し多摩川と合流する浅

川が挙げられます。その他、多摩川に合流する谷地川と程久保川があります。特に、程久保川は、

源流域が日野市内にあることが特徴的です。 

２）崖線と湧水 

日野台地の崖線や多摩丘陵の裾部には、豊かな自然環境

資源である湧水が多くあります（179 箇所）。これらの湧

水が集まって小川をつくり、用水路や川に流れ込んでいま

す。この湧水が崖線を豊かな緑地に育て、帯状の「緑の回

廊」が形成されています。 

３）用水路 

沖積地には、農業用水のために多摩川・浅川から取水し

ている水路（総延長 116km）が、網の目のように巡っており、未だ数多く残っており貴重な田園風景

を形成しています。 
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４）緑・農地 

本市の丘陵地、台地、低地、崖線には、様々な緑が存在しています。浅川周辺や丘陵地、崖線に

は、自然林や屋敷林、湿地に生息する緑等、自然に近い緑が残っており、生物多様性の観点からも

貴重な資源です。また、台地の住宅地には、樫ぐね＊等、歴史を感じさせる特徴的な緑や生け垣、ま

た、街路樹や公園の緑等があり、快適な住環境に欠かせない存在となっています。農地は河川付近

の低地に帯状に多く残っていますが、減少傾向にあります。 

■日野市のみどりの特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平成 24年度土地利用現況調査 

■日野市のみどりの量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 24年度環境白書 

 

※1992～2002年度調査は土地利用現況調査と同時に行う緑地現況調査の成果報告値。 

2007 年度以降の調査は東京都が行っており、緑地現況調査は実施されなかったため、土地利用

現況調査のみどり率から抽出したもので、調査精度が異なっています。 

丘陵地や崖線の自然に近い緑 

※まとまった緑として生物多様性保全 

  の観点からも重要 

農地 

306

268

260

203

185

314

339

329

285

285

247

228

208

192

167

206

171

164

130

145

75

90

88

86

86

1,593

1,645

1,692

1,845

1,873

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1992

1997

2002

2007

2012

年
度

樹木樹林被覆地 草地 農地 裸地 水面部 構造物被覆地

〈緑被地以外〉〈緑被地〉

土地利用現況調査
･緑地現況調査

土地利用現況調査
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（４）都市形成 

１）農業地帯から工業・観光振興への転換 

現在の本市域には、昭和 33年（1958)の合併まで日野町（主に浅川北側）と七生村（主に浅川南側）

という二つの町村がありました。このうち日野町は、宿場町や豊かな農業地帯として栄えていまし

たが、昭和 5年の昭和恐慌によって町は危機的な状況に陥りました。日野町はこれに対処するため、

大企業の誘致を行い、昭和 11年から 18年にかけて日野五社と呼ばれる大工場等が操業を始め、工業

都市としての性格をもち始めました。その後も「日野町工場誘致奨励に関する条例」を制定し、工場

の誘致と育成に力を注ぎました。 

一方で七生村の主な産業は、米・麦の生産と養蚕という農村地域でした。大正 14 年(1925)の鉄道

の開業を契機に、七生丘陵一帯は行楽地として脚光を浴び、ハイキングコースを始め、平山の丘陵

部におけるゴルフ場の開園や、当時としては珍しい洋風遊園地の開園等、行楽地としての性格を帯

びていきました。 

 

２）住宅市街地整備への転換 

昭和 25 年頃から都内の人口が急増し住宅不足が問題となってきました。そのため公共住宅の供給

が必要とされ、日本住宅公団による大規模な宅地開発が進められました。多摩市・八王子市等の近隣

市においてニュータウン開発が進む中、本市域でも宅地化が急速に進みました。昭和 30 年代頃から

多摩平団地をはじめ、京王平山住宅、百草・高幡台団地等が供給されました。また、宅地開発圧力

が強まる中で、農地や緑地の無秩序な開発を食い止める為に計画的な土地区画整理事業＊の推進が求

められました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多摩平団地（昭和 40年頃） 
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３）住宅市街地の整備状況 

本市における土地区画整理事業は、事業が完了した地区、事業中の地区及び計画段階の地区を合

わせると市街化区域面積の約 50％に及んでいます。このうち、土地区画整理事業の都市計画決定を

した後、長期にわたって事業に着手していない区域が約 130haあり、人口減少や高齢者の増加等、社

会経済情勢の変化から、事業の必要性や実現性に変化が生じています。これらの区域では、これま

での概念にとらわれない多様で柔軟な基盤整備手法を研究し、安全で快適なまちづくりを進めてい

く必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■区画整理事業一覧

番号 地区名
施工面積
（ha）

都市計画決定
事業計画
年月日

換地処分
年月日

番号 地区名
施工面積
（ha）

都市計画
決定

事業計画
年月日

換地処分
年月日

個人施行

1 平山台 128.2 S35.06.13 S38.09.19 S48.07.14 29 平山七生第(１) 29.6 - S44.08.29 S49.10.08

2 神明上 133.2 S39.10.23 S41.10.01 S57.06.30 30 平山七生第(２) 21.9 - S44.08.29 S49.10.08

3 四ッ谷下 15.0 S40.11.11 S41.10.01 S49.01.30 31 下河内 3.0 - S62.02.22 H03.09.12

4 万願寺 127.2 S40.06.07 S56.01.08 H16.08.06

5 高幡 16.8 S60.11.12 S61.05.30 H15.01.31 12 豊田 132.9 S31.04.13 S32.03.13 S40.04.27

6 豊田南 87.1 S60.11.12 S61.08.19 - ■丘陵地開発情報
7 万願寺第二 46.4 S40.06.07 H03.05.17 - 番号 通称 場所 規模 手法 時期

8 東町 34.5 H03.08.21 H04.09.10 - 32 平山苑 平山6丁目 350戸 指 昭和37年ごろ

9 西平山 91.4 H02.12.06 H04.11.30 - 33 明大グランド 程久保5丁目 約19ha 都 平成24年ごろ

10 万願寺第三 82.9 S40.06.07 - - 34 日鉱住宅 南平9丁目 270戸 事 昭和46年ごろ

11 新坂下 48.1（77.0） S40.06.07 - - 35 南平台 南平2丁目 450戸 指 昭和38年ごろ

36 多摩みなみが丘 南平2丁目 410戸 事 昭和45年ごろ

13 吹上団地 27.6 - S39.06.20 S47.06.30 37 鹿島台団地 南平1丁目 500戸 規・指 昭和40年ごろ

14 平山下耕地 12.6 - S55.07.29 S60.07.31 38 三井高幡台 三沢5丁目 400戸 指 昭和37年ごろ

15 金田 4.4 - S56.02.18 S59.03.31 39 第一武蔵野台 程久保8丁目 190戸 指 昭和36年ごろ

16 南平 4.0 - H01.08.18 H14.05.17 40 第二武蔵野台 程久保2・3丁目 630戸 指 昭和38年ごろ

17 四ツ谷前 6.2 - H03.11.13 H15.07.04 41 第二武蔵野台西 程久保2・4丁目 100戸 指 昭和40年ごろ

18 落川 5.0 - H05.03.12 H14.09.13 42 長銀・山一土地 三沢4丁目 40戸 事 昭和41年ごろ

19 東光寺上第１ 18.8 S40.06.07 H05.12.03 H21.08.21 43 第三武蔵野台 三沢4丁目 100戸 事 昭和45年ごろ

20 東光寺上第２ 6.0 - H05.12.03 H15.06.27 44 芙蓉ハイツ 三沢4丁目 220戸 都 昭和47年ごろ

21 日野駅北 3.9 S40.06.07 H06.10.04 H21.10.30 45 金久 程久保1丁目 220戸 指 昭和37年ごろ

22 百草園駅北 2.2 - H06.10.19 H13.10.26 46 高幡台団地 程久保・三沢 1760戸 規 昭和45年ごろ

23 新町 5.3 S40.06.07 H06.10.31 H16.10.01 47 梅ヶ丘 三沢3丁目 150戸 指 昭和42年ごろ

24 東豊田 7.2 - H07.12.28 H20.11.28 48 百草台団地 百草・程久保 1470戸 規 昭和46年ごろ

25 平山 4.7 - H14.11.01 H21.12.11 49 西武三沢台 三沢2丁目 500戸 事 昭和44年ごろ

26 日野台二丁目 0.9 S40.06.07 H21.01.03 H22.10.29 50 百草公園西 三沢2丁目 50戸 都 平成12年ごろ

27 川辺堀之内 18.7 - H21.03.24 - 51 西武百草園団地 百草 130 事 昭和45年ごろ

28 落川河原 1.4 - H22.01.12 H25.01.25 52 日本信販 百草 600戸 事 昭和48年ごろ

手法の種別：都⇒都計法、規⇒規制法、事⇒事業法、指⇒位置指定、区⇒区画整理

日野市施行

組合施行

住宅都市整備公団施行
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931,605

925,816

940,028

781,531 777,063

886,534
852,940

847,525

940,348

917,529

1,076,292

1,034,364
1,010,397

937,689

662,351

699,896

0
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1,000,000

1,200,000
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7年

平成
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11年
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平成
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平成
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平成

16年

平成
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平成
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平成

19年

平成

20年

平成

21年

平成

22年

（百万円）
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15,643
16,162 16,101

14,178 13,987

14,282 12,471

0
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0
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平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

（人）（事業所数）

事業所数 従業者数

158,452

578,039

203,252
246,380

100,273
73,597

145,569

180,052

580,053

179,668

255,506

112,297
75,510

147,648

88.0
99.7

113.1

96.4
89.3

97.5 98.6

0
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0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

日野市 八王子市 立川市 府中市 昭島市 国立市 多摩市

（%）（人）

昼間人口 夜間人口 昼夜間人口比率

（５）産業・就業 

１）事業所数・従業者数の推移 

本市における事業所の約 7 割

は従業者数＊1～9 名の小規模事

業所を占めており、市内の事業

所数は平成 18年の 111事業所か

ら平成 24 年には 79 事業所に減

少しています。全体の従業者数

も減少傾向となっています。 

 

 
資料：工業統計調査 

２）製造品出荷額等の推移 

本市の製造品出荷額は、平成

15年～20年の 6年間は都内 1位

でしたが、平成 21年に大幅な減

少となっています。国内におけ

る製造業の空洞化が進み、本市

の事業所数が減少していること

や工場の撤退等も、要因として

考えられます。 

 

 

 

資料：東京都総務局統計部産業統計課 

「東京の工業（工業統計調査報告）」 

３）昼夜間人口比率 

近隣市を含む 7 市のうち、立

川市のみ昼間人口＊が夜間人口

＊を上回り 113.1％となってい

ます。本市は近隣市と比較して

昼夜間人口比率が最も低く

88.0％となっており、近隣市と

比べ、住宅都市的な傾向を有し

ています。 

 

 
 

資料：平成 22年国勢調査 
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４）通勤地の状況 

通勤地の状況をみると、自市内と多摩部・その他への通勤がいずれの調査年においても、概ね 7割

程度を占めています。また、市外多摩部に通勤している市民の増加が目立ち、その他の県への通勤

も微増傾向にある一方で、本市内への通勤は減少しています。 

■日野市内に常住する就業者の通勤地の推移 

6.7%

6.3%

6.1%

29.9%

29.6%

26.9%

35.3%

36.5%

38.8%

23.9%

22.9%

23.0%

4.2%

4.6%

5.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成12年

(2000)
(n=83,423)

平成17年

(2005)
(n=82,243)

平成22年
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(n=81,901)

自宅 自宅外

（自市内）

東京都市部・その他

（自市以外）

東京都区部 その他の県

 
資料：平成 22年国勢調査 

５）就業者の状況 

○市内に常住する就業者 

本市内に居住する 15歳以上の就業者＊のうち約 3割が本市内で就業し、市外で就業している約 7割

のうち近隣 6市で就業している方は約 5割となっています。 

 

○市内の就業者の常住地 

市内の就業者のうち概ね半分が市内居住者であり、流入している方の 5割強が、近隣 6市の居住者

となっています。流出人口と同様に、八王子市からの流入が最も多くなっています。 

■日野市の就業人口の流出入の状況 

 

八王子市 立川市 府中市 昭島市 国立市 多摩市

49,841 45,963 17,112 28,851 9,818 4,166 3,704 834 787 3,878 5,664 3,878
67.0% (61.8%) (23.0%) (38.8%) (13.2%) (5.6%) (5.0%) (1.1%) (1.1%) (5.2%) (7.6%) (5.2%)

市内で就業
24,549
33.0%

八王子市 立川市 府中市 昭島市 国立市 多摩市

29,260 23,346 1,831 21,515 9,983 1,455 1,142 949 546 1,187 6,253 5,914
54.4% (43.4%) (3.4%) (40.0%) (18.6%) (2.7%) (2.1%) (1.8%) (1.0%) (2.2%) (11.6%) (11.0%)

他県に
常住区部

近隣6市

東京都で
就業

他県で
就業区部

近隣6市

市内に常住
24,549（45.6％）

＋
市外に常住する人口
29,260（54.4%）

市部
郡部
島部

市部
郡部
島部

市内に常住する
就業者の

就業市区町村

74,390

市内の就業者の
常住市区町村

東京都
に常住

市内の
15歳以上
就業者総数

市内に常住する
15歳以上
就業者総数

その他の
市部・郡
部・島部

その他の
市部・郡
部・島部

53,809

（100％）

 

 

資料：平成 22年国勢調査 
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２－２ 人口・世帯 

（１）人口及び世帯数 

１）人口及び世帯の推移 

平成 22年国勢調査の結果によると、本市の人口は約 18万人、世帯数約 8万世帯となっています。

平成 17 年から平成 22年までの 5年間の人口・世帯の増加はそれぞれ約 4千人（増加率約 2％）、約

2,500 世帯（同約 3.5％）となっていますが、いずれも前の 5 年間（平成 12 年～平成 17 年）に比べ

て増加率は減少しています。 

■人口・世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 22年国勢調査 

 

２）将来人口推計 

平成 22 年以降の将来人口推計では、平成 27 年までは増加傾向と予測されますが、平成 32 年には

人口が減少傾向に転じると予測されます。人口増加率は平成 17 年以降減少傾向が続いており、今後

も回復は難しいと予想されます。 

■将来人口推計 

 

資料：平成 22年国勢調査及び国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口 

推計結果 国勢調査 
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（２）人口の自然増減・社会増減の推移 

近年の人口の動きをみると､自然増減数(出生者数と死亡者数の差)は平成 5 年から平成 25 年の 20

年間で低下傾向となっています｡一方で社会増減数(転入者数と転出者数の差)は平成 13 年以降､増加

傾向となっています｡ 

■人口の自然増減・社会増減 

76

711
787

△ 1500

△ 1000

△ 500

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

（人）

自然動態 社会動態 人口増加総数  
資料：第 45回とうけい日野（平成 26年） 

（３）少子高齢化の状況 

年齢別の人口構成比の変化をみると、年少人口（0～14歳）は概ね 12～13％で推移しているのに対

して、65歳以上の高齢者人口は 15年間で 10％上昇（10.7％⇒20.7％）しており、高齢化が進んでい

ます。また、15～64歳（生産年齢人口）の中でも、15～29歳の減少が顕著となっています。 

■年齢階級別人口比率 

12.9 %

12.6 %

12.6 %

13.5 %

18.2 %

21.4 %

25.9 %

28.9 %

15.4 %

17.0 %

15.3 %

13.0 %

14.4 %

11.8 %

11.4 %

14.2 %

17.8 %

19.9 %

20.9 %

19.6 %

20.7 %

17.2 %

13.9 %

10.7 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成22年

(2010)
(n=178,890)

平成17年

(2005)
(n=176,527)

平成12年

(2000)
(n=167,933)

平成７年

(1995)
(n=127,852)

0～14歳 15～29歳 30～39歳 40～49歳 50～64歳 65歳以上
 

※総数及び比率は年齢不詳分を除く 
資料：平成 22年国勢調査 
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（４）町丁目別少子高齢化・人口増減の状況 

○人口増の地域 

平成 17年から平成 22年の人口増減をみると、三大拠点駅付近（多摩平や高幡・三沢、新町）や区

画整理が施行中または施行済みで次々と新興住宅地が形成されている栄町や日野・万願寺エリアは

増加傾向となっています。 

○人口減の地域 

程久保・南平・平山等の丘陵部の多くの地域では、人口が減少する傾向にあります。また、駅から

離れ、交通利便性が比較的良くないと考えられる多摩平 7丁目や日野台 2丁目、西平山地域付近等も

人口の減少傾向がみられます。 

○地域特性 

丘陵部の多くの地域は他の地域と比べ、高齢化率が高く、年少人口率は低い傾向となっています。

また、独立行政法人都市再生機構＊（以下、都市再生機構）の多摩平団地が立地する多摩平 2,4丁目、

平山団地がある東平山 1丁目等の住宅団地が立地する地域や交通利便性が良くない西平山地域も他の

地域よりも少子高齢化の傾向です。一方で住宅の建設が多くみられる新町や日野・万願寺エリアで

は、年少人口率は高くなっています。 

■平成 17年から平成 22年の町丁目ごとの人口増減率 
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■平成 22年の町丁目ごとの高齢化率 

 

■平成 22年の町丁目ごとの年少人口率 
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（５）家族類型別一般世帯数 

家族類型別に一般世帯数をみると、単独世帯（1 人世帯）が最も多くなっており、その中でも特に

高齢単独世帯が増加傾向となっています。また、高齢夫婦のみの世帯も 15年間（平成 7 ～平成 22年）

で約 5％増えている（5.3％⇒10.2％）一方で、その他の夫婦のみ世帯は減少傾向です。さらに夫婦と

子供世帯は 15年間で約 6％（35.3％⇒29.2％）減っており、子育て世帯の減少がみられます。 

多くの若いサラリーマン世代が会社に近い都心部に住む傾向が要因の一つと考えられます。一方で、

ライフスタイル＊が多様化する中、多少会社から遠くても自然豊かな環境での子育てを希望する方も

少なからずいると予想され、本市に住んでみたいと思われる取組みが必要と考えられます。 

■家族類型別一般世帯数 

 
※平成 22年データについては不詳が 72世帯あり、総数及び比率は不詳分を除く 

資料：平成 22年国勢調査 
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２－３ 住宅ストック・フロー 

（１）日野市の住宅ストック 

本市の住宅ストック＊の状況をまとめると以下のようになります。一戸建ての持ち家が 35.7％、共

同住宅の民営借家（民間賃貸住宅と同義、以下同様）が 31.5％となっており、本市の居住世帯の約 7

割がいずれかの住宅に住んでいます。また、空き家は 10,170 戸で、住宅総数の 11.6％を占めていま

す。 

■日野市の住宅ストック状況 

()内の％は「居住世帯のある住宅」に対する比率
「一時現在者のみの住宅」とは、昼間だけ使用しているとか、何人かの人が交代で寝泊まりしている
など、そこに普段居住しているものが一人もいない住宅
「二次的住宅」とは、別荘及び残業で遅くなった時に寝泊まりするなど、たまに寝泊まりしている人
がいる住宅

持ち家　：
民営借家：
給与住宅：

27,600戸 (35.7%)
1,460戸  (1.8%)

130戸  (0.1%)

持ち家　：
民営借家：
給与住宅：

500戸  (0.6%)
550戸  (0.7%)
20戸 (0.03%)

持ち家　：
公的借家：
民営借家：
給与住宅：

一戸建て
29,580戸
(38.8%)

住宅総数
87,720戸

建築中の住宅  50戸

一時現在者のみの住宅※2  290戸

持ち家　：
民営借家：

80戸  (0.1%)
80戸  (0.1%)

 二次的住宅※3

 賃貸用の住宅
 売却用の住宅
 その他の住宅

60戸
7,040戸
1,360戸
1,710戸

空き家
10,170戸

居住世帯の
ない住宅
10,510戸

居住世帯の
ある住宅
77,210戸
(100.0%)

※1

店舗その他の併用住宅
450戸

10,560戸 (13.6%)
7,690戸  (10.0%)
24.340戸 (31.5%)
2,240戸  (2.9%)

※1：
※2：

※3：

その他
170戸
(0.2%)

共同住宅
45,840戸
(59.3%)

長屋建て
1,180戸
(1.5%)

専用住宅
76,760戸
(99.4%)

 

資料：平成 20年住宅・土地統計調査 
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（２）所有関係別住宅ストック 

１）所有関係別住宅ストックの推移 

最近 10 年（平成 10～平成 20 年）の持ち家率をみると、41.7％から 50.5％ともっぱら持ち家が主

流となってきています。一方で、民営借家や給与住宅、都市再生機構・東京都住宅供給公社＊（以下、

都公社）の借家は減少傾向です。 

■所有関係別住宅ストック比率 

50.5 

46.3 

41.7 

4.7 

4.7 

4.5 

5.3 

6.8 

7.9 

34.4 

36.3 

38.3 

3.1 

4.1 

6.2 

1.9 

1.7 

1.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成２０年

(2008)
(n=76,760)

平成15年

(2003)
(n=64,420)

平成10年

(1998)
(n=66,370)

持ち家 公営の借家 都市再生機構

（旧公団）・

公社の借家

民営借家 給与住宅 その他

 
資料：住宅・土地統計調査 

２）所有関係別住宅ストック比率の都・近隣市との比較 

本市は近隣市と比べて、持ち家率が八王子市の次に高い状況です（50.5％）。 

また、民営借家は多摩川より東側の都心に近い国立市や府中市等が多い傾向にありますが、本市

もこれらの市と同程度（34.4％）となっています。 

さらに本市の公的賃貸住宅（公営の借家＋都市再生機構・都公社の借家）は 10％となっており、都

平均よりは高く、近隣市では八王子市と同程度となっています。 

■所有関係別住宅ストック比率 

52.6%

39.1%

50.5%

54.2%

45.9%

46.8%

48.0%

40.1%

47.2%

3.6%

4.0%

4.7%

4.7%

6.2%

5.1%

7.3%

6.6%

7.8%

1.6%

3.3% 5.3%

4.5%

8.1%

1.3%

6.0%

7.2%

11.7%

23.2%

32.5%

34.4%

33.4%

33.3%

36.8%

34.0%

38.0%

25.8%

2.4%

3.0%

3.1%

1.5%

3.0%

4.8%

2.5%

3.5%

1.8%

16.5%

18.0%

1.9%

1.7%

3.6%

5.3%

2.2%

4.6%

5.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

(n=57,586,000)

東京都

(n=6,780,500)

日野市

(n=76,760)

八王子市

(n=227,020)

立川市

(n=74,850)

府中市

(n=105,520)

昭島市

(n=45,170)

国立市

(n=33,250)

多摩市

(n=65,930)

持ち家 公営の借家 都市再生

機構･公社

の借家

民営借家 給与住宅 不詳

 

資料：平成 20年住宅・土地統計調査 
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4.7%

10.5%

5.9%

5.1%

9.5%

6.9%

5.5%

6.2%

5.6%

11.2%

22.6%

15.2%

13.5%

18.9%

21.3%

17.8%

18.5%

19.9%

28.9%

36.5%

40.1%

39.3%

39.9%

42.8%

47.1%

40.0%

45.2%

34.0%

21.4%

29.1%

31.6%

22.6%

21.0%

21.8%

25.2%

22.3%

21.2%

9.1%

9.7%

10.4%

9.1%

8.1%

7.9%

10.0%

7.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国
(n=31,594,379)

東京都
(n=2,927,775)

日野市
(n=40,725)

八王子市
(n=136,930)

立川市
(n=37,442)

府中市
(n=54,702)

昭島市
(n=24,287)

国立市
(n=15,423)

多摩市
(n=33,236)

0～49㎡ 50～69㎡ 70～99㎡ 100～149㎡ 150㎡以上

33.4%

46.7%

42.1%

53.8%

45.2%

48.6%

34.1%

51.8%

47.5%

33.3%

28.6%

28.7%

25.3%

30.5%

30.7%

39.8%

27.3%

27.3%

21.5%

15.8%

18.1%

14.2%

17.3%

14.9%

18.7%

14.1%

17.5%

9.0%

7.0%

8.6%

5.3%

5.7%

4.9%

6.2%

5.0%

6.2%

2.2%

1.5%

2.0%

1.1%

1.0%

0.8%

1.0%

1.5%

1.3%

0.6%

0.4%

0.4%

0.3%

0.3%

0.2%

0.3%

0.2%

0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国
(n=14,371,457)

東京都
(n=2,533,628)

日野市
(n=26,775)

八王子市
(n=80,325)

立川市
(n=27,018)

府中市
(n=43,455)

昭島市
(n=14,242)

国立市
(n=13,247)

多摩市
(n=15,614)

0～29㎡ 30～49㎡ 50～69㎡ 70～99㎡ 100～149㎡ 150㎡以上

（３）住宅規模 

１）持ち家の規模 

本市における持ち家の延べ面

積をみると、100 ㎡以上の住宅は

近隣市の中で八王子市(42.0％)

に次ぐ 38.8％となっており、近

隣市の中でも比較的規模が大き

い持ち家が多い傾向です。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

資料：平成 22年国勢調査 

 

２）民営借家の規模 

民営借家は、近隣市と比較し

て本市は延べ床面積の大きい住

宅の割合が大きい傾向となって

います。70～99㎡、100～149㎡

の民営借家の割合は、近隣市中

最も大きくなっており、50～69

㎡の民営借家の割合も昭島市

(18.7％)に次ぐ 18.1％となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 22年国勢調査 

■住宅の延べ面積別の比率（持ち家） 

 

■住宅の延べ面積別の比率（民営借家） 
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（４）住宅フロー＊ 

１）新設住宅着工の状況 

平成 25年の新設住宅の住宅戸数は 2,387戸と、最近 7年間（平成 19年～25年）で最も高い数値と

なっていますが、平成 26 年には 1,294 戸となっており、開発動向の影響による増減が考えられます。

また戸当たり床面積については、最近 4年間（平成 23年～26年）は、約 84㎡と一定の値で推移して

います。 

■新設住宅着工数と戸当たり床面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅着工統計 

 

２）利用関係別新設住宅着工の状況 

最近 7年間（平成 20～26年）の持家系着工住宅（持家＋分譲住宅）の比率をみると、平成 26年は

減っているものの総じて増加傾向となっています。また、持家系の中でも分譲住宅が増加していま

す。 

■利用関係別新設住宅着工数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅着工統計 
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（５）空き家の状況 

１）空き家率の全国・都・近隣市との比較 

本市の空き家率は 11.6％で、東京都平均 11.1％とほぼ同程度となっています。近隣市と比較する

と、国立市の 12.7％に次いで空き家率が高い状況です。 

■空き家率の近隣市との比較 

13.1

11.1
11.6

10.7
10.2

11.0

9.4

12.7

7.5

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

全国 東京都 日野市 八王子市 立川市 府中市 昭島市 国立市 多摩市

（％）

 
資料：平成 20年住宅・土地統計調査 

２）空き家数、空き家率の推移 

空き家の総数は平成 15～20年の 5年間では減少しているものの、平成 10～20年の間では、増加傾

向となっています。 

■日野市の空き家数、空き家率の推移 
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資料：住宅・土地統計調査 
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３）日野市の空き家の状態 

日野市住宅マスタープラン改訂調査（平成 26 年 3 月）では、住民登録がない住所に建てられてい

る戸建ての住宅を空き家候補として抽出し、その中からモデル地区での実態調査やアンケート等に

より、1,064 戸を戸建住宅の空き家として選定しました。割合としては、市内戸建住宅数に対して、約

3.3％となっています。また、1,064戸の空き家のうち旧耐震基準で建築された住宅（昭和 56年 5月 31

日までに着工した建物）が約半数でした。モデル地区に限定した現地調査では、空き家が 75 戸確認

され、そのうち、老朽化が進行している建物は 5戸（7％）でした。 

空き家の分布については、特定の地域に多いという傾向はなく、市内一円で均等に存在するという結果

となっています。その一方で、今後、人口減少となっても本市内の新築住宅供給の増加傾向が続くと、

持家率が高く高齢化が進行する丘陵部の住宅地では、特に空き家の発生が増加する恐れが考えられ

ます。 

 

■構造別戸建住宅の空き家数 
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■建築時期別戸建住宅の空き家数 
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２－４ 上位計画・関連計画          ※各計画名称の末尾の（）は、策定又は改訂年月 

（１）国の住宅に関する上位計画 

１）国の住宅施策に係る近年の主な法整備 

年度 主な法整備の概要 

平成 18年度 「住宅の量」の確保から、健全な住宅市場の環境整備、居住環境を含めた「住宅スト

ックの質の向上」への本格的な施策転換を図るため「住生活基本法＊」が制定され、「住

生活基本計画（全国計画）＊」が策定。 

平成 19年度 住宅確保要配慮者の居住安定の確保に向け、公営住宅、公的賃貸住宅や民間住宅の枠

組みの充実を図るため、住宅セーフティネット法＊が制定。 

建設業者及び宅地建物取引業者が負う新築住宅に係る瑕疵担保責任の履行の確保等を

図るため、「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」が制定。 

平成 20年度 長期にわたり良好な状態で使用するための措置が講じられた優良な住宅の普及を促進

するため、「長期優良住宅＊の普及の促進に関する法律」が制定。 

平成 21年度 高齢者の居住の安定の確保を一層推進するため「高齢者の居住の安定確保に関する法

律」＊が一部改正。国土交通省と厚生労働省が連携し、住宅と福祉の両面から高齢者の

住宅の対策を総合的に進めるとともに、高齢者が暮らしやすい賃貸住宅の供給を促進

するなど、住宅の安心確保の取組みが強化。 

平成 23年度 「高齢者の居住の安定の確保に関する法律」が一部改正され、高円賃・高専賃・高優

賃を廃止しサービス付き高齢者向け住宅＊に一本化し、国土交通省と厚生労働省共管の

制度として都道府県知事の登録制度が創設。 

平成 24年度 都市の低炭素化を図るため、低炭素化のための措置が講じられた建築物の計画の認定

等を定めた「都市の低炭素化の促進に関する法律」が制定。 

平成 26年度 新たな成長戦略 として「日本再興戦略-JAPAN is BACK-」が閣議決定。 

〇都市の競争力の向上の中に、既存住宅のインスペクション＊や長期優良住宅化のた

めの基準等、既存住宅の建物評価に係る指針策定が位置付けされる。 

〇国民の「健康長寿の延伸」の中で、高齢者向け住宅や生活拠点の集約化、既存住宅・

リフォームの性能評価基準の策定、住み替えの支援が位置付けられている。 

〇クリーン・経済的なエネルギー需給の実現の中で、住宅・建築物の省エネ基準の段

階的適合義務化が位置付けられている。 

適切な管理がされていない空家等が防災、衛生等の生活環境に与える影響を鑑み、地

域住民の生命・身体・財産の保護、生活環境の保全、空家等の活用を図るため「空家

等対策の推進に関する特別措置法」（以下、「空家等対策特措法」）が制定。 

 

２）「住生活基本計画（全国計画）（平成 23年 3月）」 

〇平成 23年の改定においては、ソフト面の充実による住生活の向上、老朽マンション対策等、住宅ス

トックの管理・再生対策、既存住宅流通・リフォーム市場の整備推進が、主なポイントとして挙げ

られています。 
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〇大都市圏においては、改修や建替え等を推進するとともに、良質な住宅ストックの流通や空き家の

有効利用を促進することとしています。また、市街地内農地については、保全を視野に入れ農地と

住宅地が調和したまちづくり等の計画的な利用を図ることとしています。 

 

（２）東京都の住宅に関する上位計画 

１）｢東京都長期ビジョン（平成 26年 12月）｣ 

〇東京都が目指す「世界一の都市・東京」の実現を達成するための基本目標に「史上最高のオリンピ

ック・パラリンピックの実現」と「課題を解決し、将来にわたる東京の持続的発展の実現」を掲げ、

8 つの都市戦略とその達成に向けた具体的な 25 の政策指針、3 か年の実施計画等を明らかにしてい

ます。 

○都市戦略 7「豊かな環境や充実したインフラを次世代に引き継ぐ都市の実現」の「政策指針 23 少子

高齢・人口減少社会におけるこれからの都市構造」において、空き家の利活用を計画的に行うため

の実態調査や、空き家対策計画の策定費用の助成等による空き家の利活用支援、立地特性を考慮し

たまちづくりによる良好な住環境の創出等の施策展開が示されています。 

〇都市戦略 8「多摩・島しょの振興」の「政策指針 24 多摩・島しょ地域の発展・成熟したまちづくり

に向けた環境整備の推進」において、大規模住宅団地再生に向けた取組の支援や良質な住宅ストッ

クと良好な住環境の形成等の施策展開が示されています。 

 

２）｢東京都住宅マスタープラン（平成 24年 3月）｣ 

〇首都東京にふさわしい高度な防災機能を備えた居住の実現を目指して、以下の 4 つの視点を重点的

施策として設定しています。 

・安全性を備えた市街地の構成要素としての住宅や、地域・社会の中で生活を支える居住の実現 

・既存ストックが抱える課題解決のための適切な対策、有効活用による質の高い住生活の実現 

・都民の多様なニーズへの対応等、公民の連携による市場機能の充実・強化 

・多様な主体、分野との連携による様々な世帯に適切に対応できる住宅セーフティネット機能の再構築 

〇住宅市街地の整備の方向として、本市は核都市広域連携ゾーンに位置し、駅前の拠点形成や良好な

住宅地の形成が位置付けられています。また、重点供給地域として、多摩平団地、土地区画整理事

業地区、緊急輸送道路となる幹線道路沿道地区が位置付けられています。 

 

２）｢高齢者の居住安定確保プラン（平成 24年 8月）｣ 

〇高齢者の居住の安定確保に向け、住宅施策と福祉施策が連携し、総合的・計画的に施策を推進する

ための基本的な方針と実現のための施策を示しています。 

〇施策として、「取組 1 高齢者向けの賃貸住宅・老人ホーム等の供給促進」、「取組 2 高齢者の入居

支援とサービスの質の確保」、「取組 3 地域で高齢者を支える仕組みの構築」、「取組 4 高齢者の居

住の安定確保に向けたその他の取組」の 4つが位置付けられています。 
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（３）日野市の住宅に関する上位計画・関連計画 

１）第 5次日野市基本構想・基本計画（2020プラン）（平成 23年 3月） 

本市における最も上位の計画で、これに従って分野ごとに施策等を推進していきます。4 つの基本

理念「市民が主役のまち」「水とみどりのまち」「つながりを大切にするまち」「持続可能なまち」

のもとに、将来の都市像「ともに創ろう 心つながる 夢のまち 日野 ～水とみどりを受けつごう

～」を掲げ、まちづくりの 7つの柱（「参画と協働のまち」「子どもが輝くまち」「健やかでともに

支えあうまち」「日野人・日野文化を育てるまち」「自然と調和した環境に優しいまち」「安全で安

心して暮らせるまち」「地域の魅力を活かした活力あるまち」）と 48の基本施策をまとめています。

住宅に関しては、魅力ある住環境の形成、市民主体のまちづくり等の施策の展開が示されていま

す。 

 

２）市政運営基本 3方針 

市政運営基本 3方針である、①「住み慣れた地域で、生き看取られる、暮らし･福祉・医療の展開」、

②「日野市の良さである恵まれた社会的・自然的資源を生かし地域の個性を伸ばすまちづくりの推

進」、③「厳しい財政状況を踏まえた経営戦略に基づく市政の運営」の実現手法及び第 5次日野市基

本構想・基本計画の補完機能として、3 つの戦略を掲げています。人口バランス・定住化促進戦略で

は、「いつまでも、あるいはいつかきっと、住みたいまち」として誇りと愛着の持てるまちにしてい

くとともに、時代のニーズに沿った学び・生活しやすい、働きやすい魅力的なまちづくりを進め、選

ばれ・住み続けられるまちの実現を目指すこととしています。 

 

３）日野市まちづくりマスタープラン 2001―2020（平成 15年 10月） 

まちづくりマスタープランでは「ともに創りあげる 住みいい・ここちいい・いきいきのまち 日

野」をスローガンに掲げています。住宅に関しては、基本方針において「心地よく、住み続けられる

住まいづくりを進める」こととし「（1）成熟した住まいに磨きをかける」「（2）孫が住みたいと思

う環境をつくりあげる」「（3）安心して住み続けられる住まいをつくりあげる」「（4）日野の自然

環境の保全・継承を基本とした都市基盤の整備を進める」「（5）終の住まいとしての仕組みをつく

りあげる」の 5つの方針を定めています。 

 

４）日野市ユニバーサルデザインまちづくり推進計画（平成 24年 6月） 

基本方針として、「安心して上を向いて歩けるまち」「人・地域・つながりを育むまち」「ハード

（空間）・ソフト（仕組み・制度）・ハート（教育・普及・啓発）が連携する仕掛け」の 3つを掲げ、

ユニバーサルデザイン＊のまちづくりを進めています。住宅に関する取組みとして、だれもがいつで

も自由に移動できるネットワークの形成等、住みよいまちづくりを推進することとしています。 
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５）「三世代がよりそうくらし」基本方針（平成 25年 5月） 

基本方針として、「“スープの冷めない距離”での「三世代」のくらしの創造」「食べる“遊ぶ”

を通じた三世代家族の交流機会の創出」「日頃のくらしの中での啓発」「地域資源や既存事業を生か

した多世代間交流の仕組み・仕掛けづくり」の 4つを柱に掲げています。住宅に関する取組みとして、

三世代同居や近居を誘導するための支援策や、多世代混住（ソーシャルミックス）等を推進すること

としています。 

 

６）日野市高齢者福祉総合計画（平成 24年 3月） 

本市が目指すべき姿を『いつまでも安心して暮らせるまち 日野』と掲げ、基本方針として、「高

齢者の尊厳の保持と自立の支援」「総合的な視点による高齢者福祉施策の展開」「持続的な支え合い

の仕組みづくり」の 3つを設定しています。住宅に関しては、高齢者住宅の計画的な建設誘導やソフ

ト面の支援策整備をプランに示している他、住宅改修費用支給の維持・継続、民間賃貸住宅への入

居支援の検討が示されています。 

 

７）第 2期日野市地域福祉計画（平成 22年 4月） 

本市のまちのすがたとして『ともに支え合い安全に安心して暮らせるまち 日野』を掲げ、基本目

標として、「社会資源のネットワークにより、住み慣れた地域でその人らしく暮らせる安心のまちづ

くり」「すべての市民が身近で、気軽に相談でき、適切なサービスへとつながるサポート体制づくり」

「まちぐるみで、いつでも、どこでも必要な情報へとつながる情報ネットワークづくり」「市民参加

による地域でともに支え合う活動の場づくり」「積極的な市民参加を促す魅力ある地域福祉で人づく

り」の 5つを設定しています。住宅に関しては、ライフステージやその人の状況に応じた支援体制の

強化や地域で支え合う仕組みづくり等、住まいの生活支援に関する取組みが示されています。 

 

８）ひのっ子すくすくプラン 日野市次世代育成支援行動計画（後期計画）（平成 22年 3月） 

『みんなで子どもを育て 子どもと育つ つながる地域・つながる心』を理念として掲げています。

住宅に関しては、離婚直後のひとり親世帯等に対する市営住宅の提供の継続や本住宅マスタープラ

ンにおいて公共住宅における子育て世帯等への配慮を行うこととしています。 

 

９）第 2次日野市環境基本計画（平成 23年 3月） 

『私たちの継承した自然環境を保全し、次の世代に引き継ごう』を望ましい環境像に掲げ、分野別

に目標を設定しています。目標 4「低炭素社会と築くまち」において、「日野市エコひいきな住宅事

業＊」の推進や、新築・増改築時の省エネ対策の情報提供等を実施することとしています。 

 

１０）日野市営住宅長寿命化計画（平成 26年 3月） 

社会背景、将来の公営住宅の居住像、公営住宅ストック・民間賃貸住宅が抱える課題の側面から

『既存ストックを活用した住宅セーフティネットの形成 ～将来を見据えた既存ストックの活用と

民間住宅市場と連携した住宅セーフティネットの構築～』を基本理念としています。 


